
お知らせI n d u s t r y  I n f o r m a t i o n

　平成29年度に終了した「いわて希望ファンド」の後継事業として、新たに「いわて希望応援ファンド」を組成し、その運用益を
活用した助成事業を開始します。
　3月上旬の公募開始を予定している新制度の概要は、次のとおりです。

※この制度における「中小企業者等」とは、中小企業等経営強化法（平成11年法律第18号）第２条第１項に定める中小企業者、特定非営利活動法人
　（ＮＰＯ法人）、農事組合法人等を指します。
※創業支援事業、新事業活動支援事業（一般枠）及び商店街等活性化事業は、代表者が39歳以下又は女性の場合は助成率アップの優遇策があります。

お問い合せ 産業支援部 総合支援チーム 熊谷　☎019-631-3823

いわて希望応援ファンド
地域活性化支援事業の公募について

■助成対象者
　①岩手県内において新たに起業・創業しようとする個人
　②岩手県内に主たる事業所を有し、
　　起業・創業後1年以内の個人又は法人
■助成内容
　市場調査・動向調査の実施、新商品・新技術・新サービスの
　開発又は事業化、販路開拓、人材養成等に要する費用
■助成率
　助成対象として認められる経費の2/3以内（千円未満切捨て）
■助成限度額 150万円

■条件等
　岩手県が定める「地域資源（農林水産物、鉱工業品及びその
　生産技術、文化財、観光資源等）」を活用した事業を実施する場合

■助成対象者（共通）
岩手県内に主たる事業所を有する中小企業者等（※）
■助成内容（共通）
市場調査・動向調査の実施、新商品・新技術・新サービスの開発又は事業化、販路開拓、人材養成等に要する費用

平成30年度新規事業

◆創業支援事業

◆新事業活動支援事業

■助成対象者
　岩手県内に主たる事業所を有する小売業・サービス業、
　商店街振興組合、岩手県知事が特に認めたＮＰＯ法人等
■助成内容
　市場調査・動向調査の実施、新商品・新サービスの開発又は
　事業化、販売促進、遊休資産利活用等に要する費用
■助成率
　助成対象として認められる経費の1/2以内（千円未満切捨て）
■助成限度額 100万円

◆商店街等活性化支援事業

■助成率
　助成対象として認められる経費の1/2以内（千円未満切捨て）

■助成率
　助成対象として認められる経費の2/3以内（千円未満切捨て）

一般枠

地域資源活用枠

経営革新計画枠

連携事業枠

■助成限度額 200万円

■助成限度額 200万円

■条件等
　中小企業等経営強化法第8条（旧：新事業活動促進法第9条）の
　規定に基づく経営革新計画の承認を受けた事業を実施する場合

■助成率
　助成対象として認められる経費の3/4以内（千円未満切捨て）

■助成限度額 300万円

■条件等
　2者以上の連携体（1/2は県内中小企業者が占めること）で事業
　を実施する場合

■助成率
　助成対象として認められる経費の3/4以内（千円未満切捨て）

■助成限度額 300万円
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　当センターでは、1月10日から14日にかけて、若年層向けIT人材育成推進事業を実施いたしました。

この事業は、IT人材が今後更に不足すると見込まれる中、

1 将来を担う若年層を対象に、ITへの興味喚起を図り、
 ITを活用して多様化する課題に創造的に取り組む力を育成すること
2 2020年からの小学校における「プログラミング教育」の必修化に先駆け、
 プログラミング教育が可能な指導者（メンター）の育成を行うこと
を目的とし、若年層の人材育成としては当センター初の試みとして開催したものです。

1月10～11日には、盛岡市アイーナキャンパスにおいて

岩手大学理工学部・小山猛助教を講師に「ロボットプログ

ラミング教室」を開催し、18名の小中学生が、自走型教材

ロボットの制御を学びました。

1月13～14日には、滝沢市IPU第2イノベーションセン

ターにおいて、NPO法人Rubyプログラミング少年団・高

尾宏冶理事長を島根県から招き、「Rubyプログラミング

教室」を開催し、36名の小中学生がパソコン上で動作す

るゲーム作りに取組みました。

また、13日には、高尾理事長を講師に学生・社会人向けの

Ruby「メンター育成講座」を併せて開催し、座学のほか、

実際の教室見学、講師補助を体験いただきました。開催後

に実施したアンケート調査では100％の受講者が「実際に

子供へ指導出来そう」と回答し、今後、指導を実践する場

が欲しいとの声が多く寄せられました。

また、これら両教室に参加した小中学生の93％が「また参

加したい」との意向であったほか、目を輝かせて取組む児

童・生徒の姿に、保護者の方々からも高い評価の声があり

ました。

こうしたニーズ、評価を踏まえ、当センターとしては次年

度以降の取組みを検討していくこととしています。

お問い合せ ものづくり振興部 東野・晴山　☎019-631-3822

若年層向けIT人材育成推進事業について

5

お
知
ら
せ

ご
案
内

調
査
報
告

そ
の
他

報

　告


